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記載要領等 
特定農地所有適格法人に対する特例農地等についての使用貸借による権利の設定

に関する届出書 

 

《使用目的》 

 この届出書は、贈与税の納税猶予の適用を受けている人（平成 17 年３月 31 日以前の贈与に限られます。）

が、租税特別措置法第 70条の４第１項の規定の適用を受けている農地等の全てにつき、租税特別措置法施行

令の一部を改正する政令（平成 17 年政令第 103号）附則（以下「令附則」といいます。）第 33 条第３項各号

に掲げる要件を満たす農地所有適格法人（以下「特定農地所有適格法人」といいます。）に対し、使用貸借に

よる権利の設定をした場合、又は、租税特別措置法第 70条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農

地等に係る借受代替農地等の全てにつき、特定農地所有適格法人に対し、使用貸借による権利の設定をした

場合に、引き続き、贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける場合に使用してください。 

 

《提出期限》 

この届出書の提出期限は、特定農地所有適格法人に対し使用貸借による権利の設定をした日から２か月を

経過する日までです（提出期限までに提出しなかった場合には、その贈与税の納税猶予税額の全部について

納税猶予の期限が確定します。）。 

 

《記載要領等》 

１ 租税特別措置法第 70条の４第１項の規定の適用を受けている農地等の全てにつき、特定農地所有適格法

人に対し使用貸借による権利の設定をした場合には、１の□にレ印を記入してください。また、同条第８

項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替農地等の全てにつき、特定農地所有適格法人

に対し、使用貸借による権利の設定をした場合には、２の□にレ印を記入してください。 

２ 「権利の設定を受けた特定農地所有適格法人｣欄の「区分」欄は、当該法人が、令附則第 33 条第３項第

１号イに規定する農地所有適格法人である場合には、「認定農地所有適格法人」の□にレ印を記入してくだ

さい。また、当該法人が、同号ロに規定する農地所有適格法人である場合には、「認定特定農業法人」の□

にレ印を記入してください。 

３  「届出者の特定農地所有適格法人における地位等｣欄は、届出者が特定農地所有適格法人の代表権を有し

ているか否か及び理事等に就任しているか否かについて該当するものの□にレ印を記入してください。 

４ 所得税法等の一部を改正する法律（平成 17 年法律第 21 号）附則第 55 条第５項の規定の適用を受ける場

合には、借受代替農地等の全てに係る使用貸借による権利の存続期間の満了の日及び当該借受代替農地等

に係る貸付特例適用農地等に係る賃借権等の存続期間の満了の日を「④」欄に記入してください。 

５ この届出書には、別紙「使用貸借による権利の設定をした農地等の明細書」を必ず添付して提出してく

ださい。 

 

（参考）令附則第 33 条第４項、第７項及び第８項に規定する要件の概要 

１ 令附則第 33条第４項に規定する要件 

法附則第 55条第３項の規定の適用を受けようとする受贈者は、特定農地所有適格法人に対する使用貸借

による権利の設定の時の直前において、当該受贈者が有する農地等で贈与税の納税猶予の特例の適用を受

けているものの全て（貸付特例適用農地等を除きます。）について使用貸借による権利の設定を行わなけれ
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ばなりません。 

 

２ 租税特別措置法第 70 条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替農地等に

ついて、法附則第 55 条第５項の規定に基づく届出をする場合には、以下の要件を満たす必要があります。 

⑴ 令附則第 33条第７項に規定する要件 

法附則第 55条第５項の規定の適用を受けようとする受贈者は、次に掲げるところにより、租税特別措

置法第 70 条の４第８項の規定の適用を受ける貸付特例適用農地等に係る借受代替農地等の全てについ

て使用貸借による権利の設定をしなければなりません。 

イ 借受代替農地等の全てにつき農業経営基盤強化促進法第 20 条に規定する農用地利用集積計画の定

めるところにより一の特定農地所有適格法人に対し使用貸借による権利の設定をすること。 

ロ 受贈者が、贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける農地等（貸付特例適用農地等を除きます。）を有

している場合には、法附則第 55 条第３項に規定するところにより使用貸借による権利の設定を受け

ている特定農地所有適格法人に対し使用貸借による権利の設定をすること。 

ハ 借受代替農地等に係る貸付特例適用農地等につき法附則第 55 条第６項第３号に規定する賃借権等

の存続期間が満了することとなる場合において、当該満了の日から１月を経過する日までに上記イの

特定農地所有適格法人に対し当該貸付特例適用農地等について使用貸借による権利の設定を行うこと

について、あらかじめ当該特定農地所有適格法人の同意を得ていること。 

ニ 借受代替農地等の全てに係る使用貸借による権利の存続期間の満了の日が、当該借受代替農地等に

係る貸付特例適用農地等に係る法附則第 55 条第６項第１号に規定する賃借権等の存続期間の満了の

日以後の日であること。 

⑵ 令附則第 33条第８項に規定する要件 

贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける農地等（貸付特例適用農地等を除く。）を有している受贈者で、

法附則第 55条第５項の規定の適用を受けようとするものは、次に掲げるところにより、当該農地等につ

いて使用貸借による権利の設定をしなければなりません。 

  イ 受贈者が贈与税の納税猶予の特例の適用を受ける農地等（貸付特例適用農地等を除きます。）の全て

について、法附則第 55 条第３項の規定の適用を受けて、使用貸借による権利の設定をすること。 

ロ 上記イの使用貸借による権利の設定及び法附則第 55 条第５項に規定する借受代替農地等に係る使

用貸借による権利の設定が、同一の日に行われること。 

 


